
  令和  ７年  ７月　１日　改正（第２章３章４章５章６章の変更）

   宮崎県鳶土工業連合会

  令和　 1年１１月　１日　改正（第２章・第３章の変更）

  定         款

  昭和６３年　７月　１日　施行（第１７条明記）

  平成　９年　７月　１日　改正（第１８条定款の変更）

  平成１３年　７月　１日　改正（第１８条定款の変更）

  平成２４年　７月　１日　改正（第１８条定款の変更）



      第 １ 章   総    則     

 （目的）               

 第 １ 条 本会は、宮崎県内に於ける鳶土工常会員の相互の親睦を図り一致協力して技術の 

     向上、技能の研鑽をするは勿論、会員は提携して各々の福祉を増進し、共存、共栄の実 

     を挙げるように切磋琢磨する。 

                 

 （名称）               

 第 ２ 条 本会は、宮崎県鳶土工業連合会と称する。 

                 

 （事務局）               

 第 ３ 条 本会の事務局は宮崎県鳶土工業連合会会長の事務所内に置くものとする。 

                 

      第 ２ 章   会 員 等     

 （会員の資格等）              

 第 ４ 条 本会の会員の資格を有すものは次のものとする。 

      １．   宮崎県内に事務所を持つ事業主等で鳶土工事業を営むもの 

      ２．   その他本会の目的に賛同するもの 

      ３．   創業１０年以上であること 

      ４．   社会保険加入の会社であること 

      ５．   建設業許可事業所であること 

      6．   暴力団、その他の反社会的勢力に該当しない、また今後も該当しないこと 

                 

 （賛助会員）              

 第 ５ 条 本会の趣旨に賛同し本会の運営に協力される個人、又は法人を賛助会員とする。 

                 

 （入会）               

 第 ６ 条 本会に新たに入会する希望者有る時は会員の推薦により総会に提議し出席会員 

     の賛同を得たる上役員の承認を受けて会員になる事ができる。  

  

 

 

 

 
 

 

 

 
 

    
 

  
 

       



 （脱退）               

 第 ７ 条 本会の脱退は下記事項に該当する場合である。 

      １．   本会の脱退を希望する者ある時はその理由と脱退届を提出せしめ総会の承認を受け 

   るものとする。 

      ２．   第 １２ 条 （会議） に於いて無断欠席３回以上に及んだ時、会費未納の時は任意脱退 

   と認め会員の資格を失う。 

      3．   第 4 条 （目的） に違背し、特に不都合のある時は役員会に諮り、会長の承認を得て 

   除名する事がある。 

      4．  入会後原則として最低 2 年間は継続して在籍することを条件とする。 

  

      第 ３ 章 役    員    

 （役員）              

 第 ８ 条 本会は、その運営を円滑にする為次の役員を置く。      

   1. 会長  １名         

   2. 副会長  ２名         

   3. 理事  若干名        

   4. 監事  １名 （監事兼務として会計監査を行う）   

        但し役員はすべて無報酬とする    

 (顧問及び相談役）            

 第 9 条 本会に、顧問及び相談役を置くことができる。       

  1. 顧問及び相談役は、理事会の承認を得て会長が委嘱する。  

  2. 顧問及び相談役は、重要な事項について会長の諮問に応ずる。 

                

 （役員選出）              

 第 １０ 条 選任の方法は総会に於いて 会員の中より理事を選任して会長は理事会に於いて 

  互選の上決定する。            

  副会長、会計、監査は、会長が之を委嘱する。        

  なお、役員の任期は２年（６月１日より５月３１日）とする。但し、再任を防げないが、会長の任 

  期は４期（8 年）を限度とする。           

                

 （経費）              

 第 １１ 条 本会の運営費用は会費、特別会費、賛助会費を以て運営するものとする。  

                



      第 ４ 章  会   議    

                

 （会議）              

 第 １２ 条 会議は、定期総会、例会、役員会の３種とする。      

 １． 定期総会は、毎年 1 回、6 月にこれを開催し次の事項を決議する。    

    イ. 会則の改廃            

    ロ. 事業報告並びに収支算          

    ハ. 役員の選任            

    ニ. 会員の加入脱退           

    ホ. 其の他、特に必要な事項          

                

 （議決）              

 第 １３ 条 総て会議は全会員の３分の２以上の出席を以て成立し、議決は出席者の半数以 

   上の賛成により決議する。（但し委任状も出席に含む）       

                

 （会計）              

 第 １４ 条 本会の会計年度は６月 1 日より翌年 5 月３１日迄とする。      

      １．  会計業務は事務局が執り行うこととする        

                

 （会費）              

 第 １５ 条 本会の目的を達成する為会員は年会費７０，０００円を 6 月末迄に徴収し、必要に  

   応じ特別会費を徴収する。           

   但し、賛助会員は別途定める会費とする。         

   入会後 3 年未満での特定技能外国人受入れ事業所（特定技能会員）への登録申請については  

   年会費とは別に特別会費を徴収する。 

  

   

 （会費の返納）             

 

第 １６ 条 脱退会員に対しては脱退時に有する残金及び会費の返還はしない。 

 

 

 

 

  

   



      第 ５ 章   慶   弔     

 （慶弔）              

 第 １７ 条 会員の慶弔ありたる時は、次の基準により金品を贈り慶弔の意と表す。    

   １． 婚 姻 金   額  適  用      

    本 人 30，000 円         

   ２． 死 亡 金   額  適  用      

    本 人 30，000 円         

   ３． 病 気 金   額  適  用      

    本 人 20，000 円  （入院 ２週間以上 ）      

   ４． 其の他 慶弔事項はその都度役員会に於いて協議決定する。   

             
 

   

      第 ６ 章   附   則       

 （附則）              

 1. 本定款は昭和６３年７月１日之を施行する。         

 2. 事務局運営費（コピー、通信費他）として事務局に、毎月 200 円（税込）×加入会社の   

 金額を支給する。             

 （改正）              

   定款の変更            

  １． 平成 9 年 7 月１日 第３章８条の４会計の附則文加入      

      第３章９条の文章に（６月１日より５月３１日迄）を加入 

      第４章１２条項目文（議決）の加入と委任状の補則文加入 

      第４章１４条項目文（会費）の加入と年会費を定める 

      （一年を￥１２０，０００と定める） 

      第５章１６条の３病気見舞金の変更 

      第６章附則の部を設けて（改正）第１８条定款の変更を加入 

      第５章１７条を削除し、第６章附則に加入変更 

  

  

 ２． 平成１３年 7 月 1 日 第４章１４条（会費）の年会費の変更  

     （一年を￥１００，０００に減額変更）  

    第３章８条の５監査役１名とあるのを２名に変更  

         
 

 
 

  
 

   



 

３． 平成２４年６月１日 第４章１４条（会費）の年会費の変更 

     （一年を￥７０，０００に減額変更） 

     
 

 ４． 令和１年１１月１日 第２章 4 条（会員の資格等）の追加変更 

     創業１０年以上であること 

    社会保険加入の会社であること 

  建設業許可事業所であること 

     以上 3 項を追加 

    第３章 9 条（役員選出）の追加変更 

     会長の任期は５期を限度とするを追加変更 

      

 5． 令和 7 年 7 月１日 第 2 章 4 条 （会員の資格等） 6.暴力団、その他の反社会的 

     勢力に該当しない、また今後も該当しないことを追加 

     ７条（脱退）   4．入会後原則として最低 2 年間は継続して在籍 

     することを条件とするを追加 

  第 3 章８条（役員）4.会計 5.監査役を削除し、4.監事（監事兼 

     務として会計監査を行う）に変更 

     9 条(顧問及び相談役）本会に、顧問及び相談役を置くことが 

     できるを追加。10 条（役員選出）会長の任期は 5 期を限度と 

     するを 4 期（8 年）を限度とするに変更 

     第 4 章 12 条（会議）1.定期総会は毎年５月にを６月に変更 

     14 条（会計）５月 1 日より翌年 5 月 31 日迄を６月 1 日より翌年 

     5 月 31 日迄へ変更し、 １．会計業務は事務局が執り行うこと 

     とするを追加 

     15 条（会費）5 月末迄を６月末迄に変更し、入会後 3 年未満 

     での特定技能外国人受入れ事業所（特定技能会員）への登録 

     申請については年会費とは別に特別会費を徴収するを追加 

     第 5 章 17 条（慶弔） 3.病気に本人、入院 ２週間以上追加 

     第 6 章 17 条、を 1.へ変更し、2.事務局運営費（コピー、通信 

     費他）として事務局に、毎月 200 円（税込）×加入会社数の金 

     額を支給するへ追加変更           

     第 18 条定款の変更を 18 条を削除し、定款の変更へ変更 
                         


